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論 文 内 容 の 要 旨
この論文は, 第1章行政手続の法理とその適用, 第2茸行政裁量と行政手続, 第3葦アメリカ行政手続
の課題, 第4章アメリカにおける行政行為の司法統制, 第5章給付行政と行政手続からなり, 補論とし
て, 1, 行政法上の不確定法概念, 2, 行政上の送達, を付する｡
第 1章では, 行政手続とは行政過程の法的手続であると定義し, 行政手続の基本法理として適正手続の
法理と国民の能動的関与の法理とを挙げ, わが国の行政手続を行政立法, 行政行為, 行政徴収, 行政強制
執行, 行政即決執行, 行政罰, 行政審判の諸手続について見てその問題点を指摘 し, 臨時行政調査会の行
政手続法草案が立法化されるならばわが国の行政法は進歩するとしている｡











補論 1 では, ドイツ行政法における不確定法概念に関する通説およびこれに反対する諸の異説を紹介し
明瞭な結論は出ていないとする｡ 補論2では, 行政上の送達に関しドイツ, オース トリアおよび日本の制
度を比較している｡
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
この論文は, アメリカ行政法の長所とする行政手続の法理を研究し, それがわが国の行政法について参
考とされるべき点を探求しようとしたものである｡




略式行政手続, 行政許可の原理, 社会福祉行政の法理などの新しい研究をしており, アメリカ行政手続法
の解明の上に大きな貢献をなすものであるのみならず, わが国の行政手続法の立法についても間接にでは
あるが稗益するところがある｡
結論として, この論文の学問的価値は高く, 法学博士の学位論文に値するものと認められるQ
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